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主 文

１ 原判決主文第３項を次のとおり変更する。

(1) 被控訴人が，控訴人Ａに対し，平成１２年６月３０日付でした平成１０年

▲月▲日相続開始に係る相続税の更正のうち納付すべき税額４９０万５５０

０円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定のうち１５万１０００円を超

える部分をいずれも取り消す。

(2) 被控訴人が，控訴人Ｂに対し，平成１２年６月３０日付でした平成１０年

▲月▲日相続開始に係る相続税の更正のうち納付すべき税額３７７万６４０

０円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定のうち６万８０００円を超え

る部分をいずれも取り消す。

(3) 控訴人らのその余の請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟の総費用は，これを５分し，その２を控訴人らの負担とし，その余を被

控訴人の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 控訴の趣旨

１ 原判決を取り消す。

２ 平成１０年▲月▲日相続開始に係る控訴人らの相続税について，被控訴人が

平成１２年６月３０日付でした更正処分（以下「本件更正処分」という ）及び。

過少申告加算税賦課決定処分（以下「本件賦課決定処分」という ）をいずれも。

取り消す。

第２ 事案の概要

１ 本件は，控訴人らが，相続財産中の土地について租税特別措置法（平成１１

年法律第９号による改正前のもの。以下「措置法」という ）６９条の３所定の。

特例（小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例。以下「本件特

例」という ）の適用があるものとして相続税の申告をしたところ，被控訴人か。

ら，本件特例の適用は認められないとして相続税の更正及び過少申告加算税の
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賦課決定を受けたことから，その取消しを求めた事案である。

２ 前提事実等

当事者間に争いのない事実等は本件の第一審判決２頁２４行目から５頁１８

行目までのとおりであり，関係法令の規定内容等は同頁２０行目から６頁の末

尾までのとおりであるから，それぞれこれを引用する。

３ 本件の審理経過等

(1) 一審は，本件訴え中，本件更正処分のうち，控訴人らの申告にかかる納付

すべき税額（控訴人Ａにつき３３８万９９００円，同Ｂにつき３０８万９２

００円）を超えない部分の取消しを求める部分を却下し，その余の請求につ

き，相続財産中の土地について本件特例の適用は認められないとして，控訴

人らの請求を棄却する判決（以下「一審判決」という ）をした。。

(2) これに対し，控訴人らが控訴したところ，差戻前の控訴審は，控訴人らの

控訴を棄却した（以下「控訴審判決」という 。。）

(3) そこで，控訴人らは，①控訴審判決には措置法６９条の３第１項の解釈適

用の誤りがあること，②控訴審判決が，本件更正処分のうち申告税額を超え

ない部分の取消しを求める部分の訴えを却下したことは，国税通則法２４条

等の法令解釈を誤ったものであることなどを主張して上告受理の申立てをし

たところ，①を理由とする上告受理の申立てのみが受理された。

(4) その上で，上告審は，上記土地につき本件特例の適用を否定した控訴審の

判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があるとして，控

訴審判決のうち，本件更正処分のうち控訴人らの申告にかかる納付すべき税

額を超える部分及び本件賦課決定処分（上告審判決の別紙処分目録１及び２

記載の各処分）に係る請求に関する部分を破棄し，さらに，甲土地が措置法

６９条の３第１項１号の「特定居住用宅地等」に該当するか否か，控訴人ら

の納付すべき税額等について審理判断させる必要があるとして，当庁に差し

戻した（以下「上告審判決」という 。。）
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なお，上告審判決が控訴審判決を破棄した理由は 「Ｃは，従前，甲土地を，

現実に居住の用に供していたのであるが，福岡市の施行する本件事業のため

甲土地を含む本件土地につき仮換地の指定がされ，本件土地及び本件仮換地

の使用収益がともに禁止されたことにより（土地区画整理法９９条参照 ，仮）

設住宅への転居及び甲建物の取壊しを余儀なくされ，その後，本件仮換地に

ついての使用収益開始日が定められないため本件仮換地に建物を建築するこ

とも不可能な状況のまま，同人が死亡し，相続が開始したというのである 」。

「相続開始ないし相続税申告時点において，Ｃ又は上告人（控訴人）らが本

件仮換地を居住の用に供する予定がなかったと認めるに足りる特段の事情の

ない限り，甲土地は，措置法６９条の３にいう「相続の開始の直前において

…居住の用に供されていた宅地」に当たると解するのが相当である。そして，

本件においては （中略）上記の特段の事情は認めることができない。したが，

って，甲土地について本件特例が適用されるというべきである 」というもの。

である。

４ 争点

上記３によれば，当審における本件の審理の対象は，上告審判決の別紙処分

目録１及び２記載の処分であることになる。また 「甲土地について本件特例が，

適用される」ことは，当裁判所を拘束するから，残る問題（争点）は，それが

措置法６９条の３第１項１号の適用を受ける「特定居住用宅地等」に該当する

か否かと，控訴人らが納付すべき税額の確定である。

上記争点を巡る当事者の主張は以下のとおりである。

(1) 控訴人Ａが相続により取得した土地（本件土地）が「特定居住用宅地等」

（措置法６９条の３第１項１号）に該当するか否か，具体的には，控訴人Ａ

が同条第２項２号ハの要件に該当するか否か。

（控訴人らの主張）

控訴人Ａは，乙土地上に乙建物を建築して居住し，Ｃは甲土地上の甲建物
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に居住していたものであるが，以下のアないしウの事情を総合すると，控訴

人ＡがＣと「生計を一にしていた」親族に当たることは明らかであり，措置

法６９条の３第２項２号ハの要件に該当する。

また，甲土地と乙土地とからなる本件土地は一体としてこれを見るべきで

あって，甲土地と乙土地を別個独立のものとして評価するのは相当でない。

したがって，Ｃは本件土地を居住の用に供していたものであり，控訴人Ａも

これを自己の居住の用に供していたというべきである。

ア 控訴人Ａは，Ｄ，Ｃ夫婦に子供がいなかったことから，Ｅ家を承継する

ために，控訴人Ｂとともに，同夫婦の養子となったものである。

イ 甲建物と乙建物は隣接しており，いわゆる「スープの冷めない」位置関

係にあるが，平成９年３月ころからは，高齢となったＣの世話をするため

に，Ｆが甲建物でＣと同居し，朝食と昼食を作り，夕食は控訴人Ｂが乙建

物で作ったものを毎日運んでいた。朝食と昼食についても，食材の購入等

はほとんど控訴人Ｂが行っていた。

ウ Ｃ，Ｆ及び控訴人らは，平成９年１１月１８日ころ，それぞれ甲建物及

び乙建物から福岡市の提供した仮設住宅（×××号室及び×××号室）に

転居したが，生活状況は転居前と同様であった。

（被控訴人の主張）

ア 一般に「生計を一にしている」とは，同一の生活単位に所属して日常生

活の資を共通にしている状態をいうものと解されるところ，控訴人ＡはＣ

と同居していたわけではなく，また，Ｃには，Ｄから相続した建物につき

１か月約２０万円の賃料収入（不動産所得）があり，自ら所得税の確定申

告をしていたため，所得税（給与所得）及び社会保険の関係で控訴人Ａの

扶養家族とはなっていなかった。さらに，Ｃと同居して同人の身の回りの

世話をし，朝食及び昼食の支度をしていたのはＦであり，控訴人Ｂは，Ｃ

の食材等をまとめて購入し，同人の夕食の世話をしていたにすぎない。
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以上の事実関係に照らすと，控訴人Ａは，Ｃと「同一の生活単位に所属

して日常生活の資を共通にしていた」とはいえないから，Ｃと「生計を一

にしていた者」に該当しないことは明らかである。

イ 控訴人Ａは，仮設住宅に転居するまでは乙土地上にある乙建物に居住し

ていたのであって，甲土地上にある甲建物に生活の拠点を置いていたとは

到底いえないから，甲土地を「相続開始前から申告期限まで引き続き・・

・自己の居住の用に供している」とはいえない。

(2) 控訴人らが納付すべき税額（とりわけ，相続財産中の土地について相続税

の課税価格に算入すべき価額）

（控訴人らの主張）

ア 土地区画整理事業施行中の土地について相続が開始した場合には，相続

税の課税実務では，国税庁長官の通達により，仮換地の評価額を前提とし

て相続税が課されることになっているのであるから，本件特例の適用に当

たっては，本件仮換地の面積を基準とすべきである。

イ 被控訴人は，この点について，後記のとおり主張するが，仮に，本件特

例の適用に当たり，本件土地の面積を基準にするのであれば，評価額も本

件土地を基準とすべきである。評価額については仮換地のそれを基準とし，

面積については本件土地のそれによるという被控訴人の主張は平仄が合っ

ておらず，上記通達との整合性にも欠ける。

（被控訴人の主張）

上告審判決は，甲土地について本件特例の適用があることを前提とした判

示をしているのであるから，本件特例の適用に当たっては，本件仮換地の面

積ではなく，本件土地の面積を基準にすべきである。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点(1)について

(1) 当事者間に争いがない事実に加えて，証拠（甲１，８）及び弁論の全趣旨
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によれば，昭和▲年にＤが死亡した後，Ｃは甲建物で，控訴人らは乙建物で

それぞれ居住していたが，甲建物と乙建物は隣接しており，お互いに頻繁に

行き来していたこと，平成９年３月ころからは，高齢となったＣの世話をす

るために，Ｆが甲建物においてＣと同居していたこと，Ｃの食事は，朝食と

昼食はＦが作り，夕食は控訴人Ｂが乙建物で作ったものを毎日運んでおり，

朝食と昼食についても，食材の購入等はほとんど控訴人Ｂが行っていたこと，

Ｃ，Ｆ及び控訴人らは，平成９年１１月１８日ころ，仮設住宅に転居したが，

同人らの関係及び生活状況は転居前とほぼ同様であったこと，Ｃは，Ｄから

相続した建物から賃料収入を得て，これにつき確定申告をし，社会保険にも

自ら加入しており，控訴人Ａの扶養家族として取り扱われていなかったこと，

以上の事実が認められる。

(2) ところで，措置法６９条の３第２項２号ハに規定する「生計を一にしてい

た」とは，日常生活の糧を共通にしていたことを意味するものと解するのが

相当であるが，Ｃと控訴人Ａが同居していないことは明らかである上，上記

(1)の認定事実によっても，Ｃと控訴人Ａとの間で，生活費の支出が共通にな

されていたとまでは認めがたく，むしろ，Ｃが自ら賃料収入を得て，社会保

険にも加入していたことからすれば，両者の生計は各自独立していたものと

推認される。

そうすると，控訴人ＡがＣと「生計を一にしていた者」であるとはいえな

い。

(3) 加えて，従来，Ｃは甲土地上の甲建物に居住していたのに対して，控訴人

Ａは乙土地上の乙建物に居住していたのである（この点は争いがない ）から，。

同控訴人が甲土地を自己の居住の用に供していたといえないことは明白であ

る。同控訴人は，本件土地を一体のものとして見るべき旨主張するが，採用

の限りでない。

(4) 以上によれば，いずれにしても控訴人Ａは措置法６９条の３第２項２号ハ
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の要件に該当しないものというほかない。なお，同控訴人が同号イ，ロの要

件に該当しないことは明らかである。

２ 争点(2)について

(1) 本件土地について相続税の課税価格に算入すべき価額

ア Ｃは，従前，甲土地上の甲建物に居住することによって，同土地を現実

に居住の用に供していたところ，福岡市の施行する本件事業のために甲建

物の取壊及び仮設住宅への転居を余儀なくされたものであって，本件事業

による仮換地の指定がなされなければ，引き続き甲土地を現実に居住の用

に供していた蓋然性が高かったものということができる。しかも，Ｃは，

仮換地上に建物を建築することも不可能な状況に置かれたものであって，

上告審判決は以上のような事情を重視して，本件特例の適用を肯定したも

のである。

もっとも，上告審判決は 「甲土地だけでも２００平方メートルを超えて，

いるので，本件特例の適用の有無は甲土地について検討すれば足りる」と

した上で，上記結論を導いているのであるから，このような上告審判決の

趣旨に照らせば，甲土地のうち２００平方メートルに相当する部分につき，

本件特例が適用されるものと解するのが相当である。

イ ところで，相続税の課税実務においては，土地区画整理事業中の宅地の

評価については，原則として仮換地の価額を基準とするものとされている

（なお，このような取扱いは，従前地の価値と仮換地の価値が等価である

ことを前提とするものであるから，これが等価でないために清算金が支払

われる場合には，仮換地の価額を算定するに当たり，この点を考慮するこ

とになるのは当然である 。これは，土地区画整理事業が進捗すると，従。）

前の宅地そのものを評価することが技術的に困難となる場合があることを

考慮したものと解されるのであって，合理的な取扱いであるといえる。

そうであれば，本件の場合においても，同様の取扱いをすべきである。
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したがって，本件土地の評価については本件仮換地の価額を基準とすべき

であり，かつ，本件特例における２００平方メートル部分の価額を算定す

るに当たっても，本件仮換地の価額を基準とすべきである。

以上によれば，本件特例における２００平方メートル部分の価額を算定

するに当たっては，面積については本件土地（甲土地）を基準とするが，

価額については，本件土地と本件仮換地が等価であるとの前提のもと，本

件仮換地の価額を基準にすることになる。なお，この点について，控訴人

らは，上記第２の４(2)アのとおりに主張するが，本件特例における２００

平方メートル部分の価額を算定するに当たり，本件仮換地の面積を基準に

すると，控訴人Ａは，仮換地の指定がなかった場合以上に利益を受けるこ

ととなるが，そのような利益を享受させる理由は全くないのであるから，

控訴人らの主張は採用できない。

ウ 以上によれば，本件土地について相続税の課税価格に算入すべき価額は，

以下のとおり，６３７６万４１１５円となる。

(ア) 甲土地

ａ 本件特例適用前の甲土地の価額（下記計算の基準となる評価額及び

面積については，争いがない ） ７６００万３１４４円（本件土地。

（本件仮換地）の評価額）×５５２．４６平方メートル（甲土地の面

積）／６２０．９９平方メートル（本件土地の面積）≒６７６１万５

７３８円

ｂ 甲土地のうち小規模宅地等に該当する部分の価額 ７６００万３１

４４円（本件土地（本件仮換地）の評価額）／６２０．９９平方メー

トル（本件土地の面積）×２００平方メートル（小規模宅地等の面

積）≒２４４７万８０５７円

ｃ 小規模宅地等について相続税の課税価格に算入すべき価額 ２４４

７万８０５７円×５０／１００（措置法６９条の３第１項２号）≒１
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２２３万９０２８円

ｄ 甲土地のうち小規模宅地等に該当する部分以外の部分の価額 ６７

６１万５７３８円－２４４７万８０５７円＝４３１３万７６８１円

ｅ 甲土地の相続税の課税価格に算入すべき価額 １２２３万９０２８

円＋４３１３万７６８１円＝５５３７万６７０９円

(イ) 乙土地

７６００万３１４４円（本件土地（本件仮換地）の評価額）×６８．５

３平方メートル（乙土地の面積）／６２０．９９平方メートル（本件土地

の面積）≒８３８万７４０６円

(ウ) 本件土地の課税価格に算入すべき価額

５５３７万６７０９円＋８３８万７４０６円＝６３７６万４１１５円

(2) 控訴人らが納付すべき相続税額

ア 相続税の総額

(ア) 相続により取得した財産の価額

１億３００６万０２１０円（このうち，本件土地について課税価格に算

入すべき価額は，上記(1)ウのとおり６３７６万４１１５円であり，その余

の財産の価額については，争いがない ）。

(イ) Ｃの債務及び葬式費用

４６４万９９９３円（争いがない）

(ウ) 課税価格

１億３００６万０２１０円（上記(ア)）－４６４万９９９３円（上記

(イ)）＝１億２５４１万００００円（ただし，国税通則法１１８条１項に

より１０００円未満の端数切り捨て）

(エ) 基礎控除額

７０００万００００円（相続税法１５条１項）

(オ) 課税遺産総額
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１億２５４１万００００円（上記(ウ)）－７０００万００００円（上記

(エ)）＝５５４１万００００円

(カ) 相続税の総額

｛ ５５４１万００００円（上記(オ)）×１／２）×０．２－１２０万０（

０００円｝×２＝８６８万２０００円（平成１５年法律第８号による改正

前の相続税法１６条）

イ 控訴人Ａが納付すべき税額

(ア) 相続により取得した財産の価額

７５５１万０１３７円（このうち，本件土地について課税価格に算入す

べき価額は６３７６万４１１５円であり，その余の財産の価額については

争いがない ）。

(イ) 被相続人（Ｃ）の債務及び葬式費用

４６４万９９９３円（争いがない）

(ウ) 課税価格

７５５１万０１３７円（上記(ア)）－４６４万９９９３円（上記(イ)）

＝７０８６万００００円（ただし，国税通則法１１８条１項により１００

０円未満の端数切り捨て）

(エ) 納付すべき税額

８６８万２０００円（上記ア(カ)）×７０８６万円（上記(ウ)）／１億

２５４１万円（上記ア(オ)）＝４９０万５５００円（ただし，国税通則法

１１９条１項により１００円未満の端数切り捨て）

ウ 控訴人Ｂが納付すべき税額

(ア) 相続により取得した財産の価額

５４５５万００７３円（争いがない）

(イ) 被相続人（Ｃ）の債務及び葬式費用

０円（争いがない）
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(ウ) 課税価格

５４５５万００００円（国税通則法１１８条１項により１０００円未満

の端数切り捨て）

(エ) 納付すべき税額

８６８万２０００円（上記ア(カ)）×５４５５万円（上記(ウ)）／１億

２５４１万円（上記ア(オ)）＝３７７万６４００円（ただし，国税通則法

１１９条１項により１００円未満の端数切り捨て）

(3) 控訴人らが納付すべき過少申告加算税額

上記１において説示したところによれば，本件では，甲土地が特定居住用宅

地等に該当することを基礎付ける間接事実や証拠に乏しく，控訴人らがこれに

該当すると信じたことにつき，やむを得ないと認められる客観的事情は存しな

い。

そうすると，控訴人らにおいて，甲土地が特定居住用宅地等に該当すること

を前提とした納税申告をしたことにつき「正当な理由 （国税通則法６５条４」

項）があるとは認め難いから，控訴人らは，下記の過少申告加算税の納付義務

を免れない。

ア 控訴人Ａが納付すべき税額

(ア) 過少申告額

４９０万５５００円（上記２(2)イ(エ)）－３３８万９９００円（申告納

税額）＝１５１万円（ただし，国税通則法１１８条３項により１万円未満

の端数切り捨て）

(イ) 納付すべき税額

１５１万円（上記(ア)）×０．１（国税通則法６５条１項）＝１５万１

０００円

イ 控訴人Ｂが納付すべき税額

(ア) 過少申告額



12

３７７万６４００円（上記２(2)ウ(エ)）－３０８万９２００円（申告納

税額）＝６８万円（ただし，国税通則法１１８条３項により１万円未満の

端数切り捨て）

(イ) 納付すべき税額

６８万円（上記(ア)）×０．１（国税通則法６５条１項）＝６万８００

０円

３ 結 論

以上によれば，控訴人らの請求は，控訴人Ａに対する本件更正処分のうち納

付すべき税額４９０万５５００円を超える部分及び同人に対する本件賦課決定

処分のうち１５万１０００円を超える部分の各取消を求め，控訴人Ｂに対する

本件更正処分のうち納付すべき税額３７７万６４００円を超える部分及び同人

に対する本件賦課決定処分のうち６万８０００円を超える部分の各取消を求め

る点については理由があるから，この限度でこれを認容し，その余の請求につ

いては理由がないから，これを棄却すべきである。

本件控訴は，上記の限度で理由がある。

福岡高等裁判所第３民事部

裁判長裁判官 西 理

裁判官 有 吉 一 郎

裁判官 堂 薗 幹 一 郎


